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2011 年 9 月 30 日（金） 

日本財団ビル 2 階会議室 

 

東京財団フォーラム第 40 回「番号制度導入からみた税・社会保障改革」 

番号制度と情報プライバシー 

 

新潟大学法科大学院 教授 鈴木 正朝 

 

１．「番号」（マイナンバー）導入の弊害 

 

（１）番号制度は目的ではなく手段である 

 

   ○目的 「社会保障と税の一体改革」（抜本改革でなければ意味がない） 

       （生存権を保障するに足りる安定的恒常的財源の確保（財政再建）） 

   ○手段 「番号制度」（手段の一つにすぎない） 

 

   ＊番号制度の費用対効果－予算に見合った効果はあるのか？ 

    → 手段である番号制の必要性及び費用対効果の論証の強度は、目的である「社

会保障と税の一体改革」の内容と改革の程度に依存する（政治問題） 

    → 布石としての意義など効果測定の時間的なスコープの取り方にも影響される 

 

（２）番号制度を濫用した行政権による監視社会化を抑止するしくみが必要である 

 

   ○行政の視点－平等の保障（税と社会保障の公平性） 

          生存権の保障（年金、医療、介護等） 

          効率性の確保（税と社会保障の効率性） 

   ○国民の視点－自由（権）の保障 

          情報プライバシー権の保障 

          行政サービスの維持・向上（費用対効果） 

 

   ・監視社会とは何か 

・国民のどのような権利（人権）が侵害され得るのか 

・無管理社会は容認され得るか 

 

＊個人情報の流出リスク拡大？ 
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番号制度の導入は、個人情報の流出リスクを拡大させるか 

個人情報の流出リスク拡大の要因は何か 

   →デジタル化、ネットワーク化が主因である。 

 

２．組織と権限－国家による情報の一元的管理の回避と権限分立のあり方 

 

（１）権限の分立はどうあるべきか（私案） 

 

権限 組織（主管官庁） 

（１）番号法の主管 

 

   →個人情報保護法の主管 

第三者機関（３条機関） 

・準立法的機能（ガイドラインの策定） 

→日本版インフォメーション・コミッショナー 

（２）情報保有機関 （中央）厚労省、国税庁等 

（地方）地方公共団体 

（民間）企業（民－民－官） 

（３）付番機関 総務省 

（４）情報連携基盤の運用機関 内閣官房 

（５）マイポータルの運用機関 内閣府 

（６）情報影響評価・監査機関 第三者機関（３条機関） 

（７）住民基本台帳ネットワーク 総務省（付番と関連） 

 

（２）プライバシー・インパクト・アセスメント（PIA）のあり方 

－「情報影響評価」との違い 

  ○個人の尊重または情報プライバシー権による憲法的規律でなければならない。 

  ○基本事項は法定、詳細事項は第三者機関のガイドライン（告示） 

  ○情報セキュリティ対策と情報プライバシー保護の対応は基準を分ける。 

  

  ○利用目的の制限は厳格に遵守されなければならない。 

  ○情報連携は、必要最小限でなければならない。 

  ○ネガティブ情報の世代間の連携は原則禁止されなければならない。 

  

  ○電子政府化の促進、行政の効率性の確保と行政サービスの維持・向上 

   （コンサルティング的対応、２つの評価基準） 

○費用対効果 

 

○人材育成（情報技術、法律、行政実務） 
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３．法的に規律すべき「番号」とはどのような性質を有するものか 

 

（１）番号の性質 

○悉皆性 

日本国内で納税し社会保障による給付を受ける者全員に皆ことごとく付番される

こと。 

○唯一無二性 

上述した者ひとりにひとりにそれぞれ唯一無二の番号が付されること。 

 

（２）利用形態 

○利用期間の長期性（時間的な問題） 

年金のように国民一人ひとりの情報が生涯を通じて「タテ」につながること。 

○利用範囲の広範性（空間的・分野横断的な問題） 

医療・介護など制度横断的に自己負担上限額を定める場合のように国民一人ひとり

の情報が分野を超えて「ヨコ」につながること。 

 

図 1 多様な番号と法的規律の必要性 

 

            利用期間の長期性（長） 

                          ＜要規制検討領域＞ 

                           社会保障・税番号 

                              携帯ＩＤ（UID） 

                              ＩＰアドレス（固定） 

顧客ＩＤ（例：amazon、SNS、 

     Twitter 等） 

             トラッキング・クッキー 

（狭）                            利用範囲の広範性（広） 

                              ＩＰアドレス 

                              （ADSL/ケーブル） 

                        ＩＰアドレス 

                                                            （PPPoE） 

セッションＩＤ 

                   （短） 

（高木 浩光 産業技術総合研究所 主任研究員の資料） 
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図 2 番号（識別子）の提供 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1 番号の提供と個人情報保護法 23条の適用の有無 

提供事業者Ｘ →データの提供→ 受領者Ｙ 法 23条適用の有無 

特定個人識別性あり 

○ 

「個人データ」 

の提供 

特定個人識別性あり 

○ 
あり 

特定個人識別性なし 

× 
番号の提供 

特定個人識別性なし 

× 
なし 

特定個人識別性なし 

× 
番号の提供 

特定個人識別性あり 

○ 
なし 

特定個人識別性あり 

○ 

番号（識別子） 

の提供 

特定個人識別性なし 

× 

あり（経産省） 

なし（総務省） 

 

 

４．「番号」に係る個人情報とは？ 

 

（１）特定個人の識別情報（取り扱っている情報から、特定の個人を識別できる場合） 

 ①Ａ（識別情報） 

 ②Ａ（識別情報）＋Ｂ（属性情報） 

 ③Ａ（識別情報）＋Ｃ（「番号」等識別子） 

 ④Ａ（識別情報）＋Ｂ（属性情報）＋Ｃ（「番号」等識別子） 

（２）特定個人の識別「可能」情報（取り扱っている情報だけでは特定個人を識別できな

いが、他の情報と容易に照合することができ、それにより特定の個人を識別することが

できる場合） 

  ①Ｃ（「番号」等識別子） 

  ②Ｃ（「番号」等識別子）＋Ｂ（属性情報） 

  ③Ｂ（属性情報） 

DB 
番号 

DB 
番号 

 

提供事業者Ｘ 

（個人情報取扱事業者） 
受領者Ｙ 
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図 3 個人情報としての番号、識別情報、属性情報 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

A 番号（属性情報の一つ） 

顧客・社員番号，ｸﾚｼﾞｯﾄ番号，携帯電話番号，ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ，ｹｰﾀｲ ID，共通番号，車のﾅﾝﾊﾞｰ等 

B 識別情報（本人確認情報） 

         ・氏名 

○社会的情報  ・現住所/本籍 

         ・生年月日 

         ・年齢 

○生物学的情報 ・肖像 

  ・性別    ・身体的特徴 

               （髪, 目の色） 

・生体情報 

              （指紋, 掌紋， 

虹彩, 遺伝子） 

C 属性情報              

・勤務先      ○内心の秘密 

・所属・役職 ・思想信条（思想良心の自由） 

・勤務先住所     ・宗教（信教の自由） 

          ・趣味嗜好，性生活等 

 ○医療情報 

          ・病歴（カルテ，レセプト）・介護 

 ・健康状態，体力 

        ○個人信用情報 

          ・資産状況（不動産，金融資産， 

  金貴金属保有状況，預貯等） ・年収 ・勤続年数 

・納税情報（滞納脱税情報含む） ・年金 ・保険 

○購買履歴 ○通信（通話）履歴 ○ライフログ 

○家族・身分関係  ・戸籍情報（族称・僭称），内縁関係 

○経歴・社会活動等 ・学歴，職歴，資格，所属団体，政

治活動，労働運動 ・犯罪歴，反社情報等ブラックリスト 

本人 （イメージ） 
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５．「個人情報」の定義と安全管理義務（情報漏えい問題）の混乱 

   －個人情報保護法制の一体改正の必要性 

 

図 4 

 

 

 

 

 

第三者   

（クラッカー） 

 

 

 

 

 

①特定個人の識別性あり 

②特定個人の識別性なし 

 

 

 

 

 

 

誰を基準に判断するかという点から、考え方を分類すると次の説があり得る。 

 

Ａ説（規制事業者基準説）：主務大臣の規制対象となる、または本人の開示等の求めや苦情

の申出先となる「個人情報取扱事業者」を主体として判断するという考え方 

 

Ｂ説（従業者基準説）：規制される「個人情報取扱事業者」を判断の基準にしつつも、具体

的に個人情報を取り扱っている者（自然人）を主体に判断するという考え方 

 

Ｃ説（受領者基準説）：個人データの外部への移行を伴う場合、すなわち、委託及び第三者

提供については受領者、漏えいについては取得者または取得可能な者（Ｃ1説）、本人（Ｃ2

説）、または一般人（Ｃ3 説）を主体として判断する。この場合の受領者及び取得者は、個

人情報取扱事業者または事業者であることを要しないとするという考え方 

個人情報取扱事業者（Ｘ社） 

Ｃ部門 

 

（従業者） 

 

Ｂ部門 

社長室 

 

 

 

 

 

（社長）  

Ａ部門 

個人データ 

（顧客ＤＢ） 

 

 

暗号情報 a 

分割情報 b 

 

顧客番号 c 

 

流出データ 流出 

主務大臣（報告の徴収・助言・勧告・命令・緊急命令） 

本人（開示等・苦情） 
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Ｄ説（一般人基準説）：一般人を主体として客観的に判断するという考え方。 

 

Ｅ説（総合判断説）：誰が判断するかという観点からだけではなく本人の権利利益の保護と

いう観点を含め総合的に判断するという考え方。 

 

 

図 5 クラウドの事例 

 

 

 

一般人  

（クラウド） 

 

 

 

 

           個人情報 

          ①特定個人の識別性あり 

ユーザ       ②特定個人の識別性なし 

（Ｘ社）         本人 

 

 

 

＊X社の安全管理義務違反を問い得るか？ 

 

＊C 社の安全管理義務違反はどうか？ 

 

ベンダ（Ｘ社） 

Ｃ社 

 

（従業者） 

 

Ｂ社 

Ａ社 

個人データ 

（ＤＢ） 

 

 

分割情報 a 

分割情報 b 

 

分割情報 c 

 

流出情報 

流出 

 


